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令和７年２月７日 

 

 

消費者被害防止ネットワーク東海とミニッツラウンドゴルフ株式会社との間の 

差止請求に関する協議が調ったことについて 

 

 

消費者契約法第 39条第１項の規定に基づき下記の事項を公表する。 

 

記 

 

１．協議が調ったと認められるものの概要 

（１）事案の概要 

本件は、適格消費者団体である特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク

東海（以下「消費者被害防止ネットワーク東海」という。）が、ミニッツラウンド

ゴルフ株式会社（以下「ミニッツラウンドゴルフ」という。）に対し、ミニッツラ

ウンドゴルフが使用するゴルフレッスンに関わるミニッツラウンドゴルフ会則の下

記条項（以下「本件条項」という。）について、消費者契約法（以下「法」という。）

第８条第１項第１号及び第３号、第９条第１項第１号並びに第 10 条（※１）に規定す

る消費者契約の条項に該当し無効であるとして、本件条項の修正を求めた事案であ

る。 

 

（本件条項） 

・ 第６条（スクール入会金・年会費・月会費・参加費・施設使用料・その他運営

ルール） 

１ スクール会員は下記に定める諸会費を本法人に納入しなければならない。 

入会金：5,400円 月会費：各種定められた金額 

また、退会を含むいかなる場合も、入会金、年会費、月会費等諸会費は返却

しないものとする。 

６ レッスン開催日は、年間開催スケジュールに基づき開催とするが、所属コー

チの試合、スタッフ手配等の影響から変更となる場合がある。その場合、対

象会員には事前にメールにて連絡し、振替にて対応となる。（返金は不可） 

・ 第 10条（本法人の損害責任の免除） 

本法人は本法人の主催するスポーツ・文化事業及びイベントにおける人的・

物理的事故について一切の損害賠償責任を負わないものとする。 

１ 会員は、自己の責任と危険負担において活動に参加するものとする 
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２ 本法人は会員が活動参加中に生じた盗難・損害等の事故については、一切の

責任は負わないものとする。駐車場での事故も同様とする。 

３ 会員は、自己の健康管理に基づいて本法人の活動に参加するものとし、疾病

の発生、悪化、その他健康上の傷害を生じた場合でも、本法人は一切の責任

は負わないものとする。 

・ 第 12条（保険）（抄） 

打ちっぱなし施設利用会員は保険適用外となるため自己責任において活動

し、事故発生時も、一切クラブは責任を負わない。 

 

 （理由） 

・ 第６条第１項について 

ア 法第９条第１項第１号に該当することについて 

本件条項の第６条第１項は、退会を含むいかなる場合も入会金、年会費、月会

費等を返金しないと定めているので、違約金等の定めに当たり、違約金等を解除

事由や時期等にかかわらず一律に返金しないことは、ミニッツラウンドゴルフに

生ずる平均的損害を超える違約金等を定めるものとして、法第９条第１項第１号

に該当し、平均的な損害の額を超える部分は無効である。 

  イ 法第 10条に該当することについて 

 ミニッツラウンドゴルフと会員との契約関係は、ゴルフのレッスン等を行う対

価として会員がミニッツラウンドゴルフに会費を支払うものなので、民法上の準

委任契約類似のものと考えられる。したがって、民法の規定によると、会員は、

会員契約をいつでも任意に将来に向けて解除することが可能である。また、ミニ

ッツラウンドゴルフが受任者の報酬請求権たる会費を請求できるのは、既履行の

割合部分に限られるとともに（民法第 648 条第３項）、解除の伴う損害賠償の請

求も、不利な時期においてやむを得ない事由がないにもかかわらず会員が解除し

た場合に限られることになる（民法第 651 条第２項）。そして、ゴルフレッスン

等という業務の形態から、サービス期間中での解約による損害の発生を観念する

ことは難しい。以上のことから、ミニッツラウンドゴルフは、会員が契約の解除

を行う場合、会員による支払済みの会費から未履行分の役務に相当する額を返還

しなければならない（民法第 703条）。 

しかし、本件条項の第６条第１項は、解除事由や時期等にかかわらず一律に返

金しないことを定めており、民法の規定の適用による場合に比して消費者の権利

を制限し又は義務を加重するものである（法第 10 条前段）。さらに、第６条第１

項は、上記より会員たる消費者にとって民法よりも不利な定めとして消費者の契

約解除権を一方的に制限しており、信義則に反して消費者の利益を一方的に害し

ている（法第10条後段）。以上のことから第６条第１項は、法第10条に該当し、
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無効である。 

・ 第６条第６項について 

所属コーチの試合やスタッフの手配等による変更は、ミニッツラウンドゴルフ

の責めに帰する事由による債務不履行であるので、民法上、会員は反対給付であ

るスポーツ指導費用等の支払を拒むことができる（民法第 536 条第１項）。しか

し、本件条項の第６条第６項は、振替対応にとどまり、会員への返金をしない旨

を定めている。このことは、民法の規定の適用による場合に比して消費者の権利

を制限し又は義務を加重するものであり（法第 10 条前段）、会員たる消費者の権

利を一方的に制限しており、信義則に反して消費者の利益を一方的に害するもの

である（法第10条後段）。以上のことから第６条第１項は、法第10条に該当し、

無効である。 

・ 第 10条第１号から第３号までについて 

本件条項の第 10条柱書は、「･･･一切の損害賠償を負わないものとする。」とし

ており、ミニッツラウンドゴルフの債務不履行や不法行為により会員たる消費者

に生じた損害についても、ミニッツラウンドゴルフの損害賠償責任を免れるとす

る定めである。これは、事業者の債務不履行又は事業者による不法行為により消

費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除する条項であり、法第８条第１項

第１号及び第３号に該当し、無効である。 

・ 第 12条について 

本件条項の第 12 条は「･･･一切クラブは責任を負わない。」としており、ミニ

ッツラウンドゴルフの債務不履行や不法行為により会員たる消費者に生じた損害

についても、ミニッツラウンドゴルフの損害賠償責任を免れるとする定めである。

これは、事業者の債務不履行又は事業者による不法行為により消費者に生じた損

害を賠償する責任の全部を免除する条項であり、法第８条第１項第１号及び第３

号に該当し、無効である。 

 

（※１）消費者契約法 

（事業者の損害賠償の責任を免除する条項等の無効） 

第八条 次に掲げる消費者契約の条項は、無効とする。 

一 事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除し、又は当

該事業者にその責任の有無を決定する権限を付与する条項 

二 ［略］ 

三 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為により消

費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除し、又は当該事業者にその責任の有無を決

定する権限を付与する条項 

四 ［略］ 

２・３ ［略］ 

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効等） 

第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。 
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一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、

これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分に応じ、

当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額

を超えるもの 当該超える部分 

二 ［略］ 

２ ［略］ 

 （消費者の利益を一方的に害する条項の無効） 

第十条 消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の意思

表示をしたものとみなす条項その他の法令中の公の秩序に関しない規定の適用による場合に

比して消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項であって、民法

第一条第二項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とす

る。 

 

注）上記の差止請求が行われた日現在の規定 

 

（２）結果 

消費者被害防止ネットワーク東海は、令和５年 12月 21日、ミニッツラウンドゴ

ルフに対する申入れを開始し、ミニッツラウンドゴルフにより、申入れの趣旨に沿

う対応がなされたものとして令和６年８月 20日、申入れを終了した。 

 

２．適格消費者団体の名称 

特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク東海（法人番号 6180005007083） 

 

３．事業者等の氏名又は名称 

ミニッツラウンドゴルフ株式会社（法人番号 9200001030587） 

 

４．当該事案に関する改善措置情報（※２）の概要 

なし 

 

（※２）改善措置情報とは、差止請求に係る相手方から、差止請求に係る相手方の行為の停

止若しくは予防又は当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとった旨の連絡を受

けた場合におけるその内容及び実施時期に係る情報のことをいう（消費者契約法施行

規則第14条及び第28条参照）。 

以上 

 

 

 

 

 

消費者庁消費者制度課 

電話番号:03-3507-8800(代表) 

URL：https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/index.html 


